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「国内株式市場の大幅下落について」

2020年2月25日
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＜市況＞
　2月25日の国内株式市場では、日経平均株価が前営
業日比781.33円安の22,605.41円で取引を終えました。
　同日の下落率が前営業日比で約3.3％の下落、年初
来では約4.4％の下落となりました。

　セクター別では、海運業（前営業日比約5.3％下落）、
金属製品（同約5.2％下落）、証券･商品先物取引（同約
5.2％下落）などが下げを主導しました。
　個別銘柄では、電通グループ（同約8.0％下落）、東洋
製罐グループホールディングス（同約7.6％下落）、宝
ホールディングス（同約7.0％下落）などが相対的に大き
く下げました。

＜背景＞
　2月25日の国内株式市場の下落には、主に以下の要
因があげられます。

・新型コロナウイルスの感染が欧米や中東を含めてさら
に広がり、世界経済への影響が不安視されたこと

・上記のことを受けて、日本が祝日だった昨日、欧米な
どの海外で株式市場が急落したこと

＜今後の見通し＞
　足許は、新型コロナウイルスの影響が懸念されて国内
株式市場は下落していますが、日本経済はこの影響が
問題視される以前から、やや弱さが見られていました。
昨年10-12月期のGDP成長率が前期比年率約6.3％減
となるなど、消費増税が経済を下押しする格好となって
いました。こうした状況の中、新型コロナウイルスの感染
が日本国内でもこれまで以上に懸念されるようになれ
ば、景況感が低迷し生産活動は抑制されると思われま
す。そのため、目先、国内株式市場が更に下落する可
能性があると警戒しています。もっとも、長期的な視点に
立てば、新型コロナウイルスの問題は解消に向かい、経
済活動も回復していく中で、株価も緩やかに上昇してい
くのではと予想しています。

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

20,000

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

19/10 19/12 20/2

日経平均株価（左軸）

TOPIX（右軸）

日経平均株価とTOPIXの推移

（2019年10月1日～2020年2月25日、日次）

（年/月）

（円）

2,800

2,900

3,000

3,100

3,200

3,300

3,400

3,500

19/10 19/12 20/2

S&P500指数

S&P500指数の推移

（2019年10月1日～2020年2月24日、日次）

（年/月）

-20

-10

0

10

13 14 15 16 17 18 19 20

(％)

(年)

日本の実質GDP成長率（前期比年率）と内訳の推移

（2013年1-3月期～2019年10‐12月期、四半期)

民間消費 設備投資

住宅投資 民間在庫増減

公的需要 海外需要

GDP


